
 

株式会社環境 分析業務委託約款 
 

 

［契約の目的］ 

第1条 本約款は、お客様が株式会社環境に委託する試験・分析（以下、 「本業務」という。）を円

滑に実施するために必要な共通の基本事項を定めることを目的とする。 

 

［個別契約の要項および成立］ 

第2条 本業務の個別の委託契約（以下、「個別契約」という。）要項は次の各号のとおりとする。 

(1) 委託課題：株式会社環境の定める様式の依頼書にしたがって、 お客様が株式会社環境に委託

した課題 

(2) 分析内容：委託課題ごとに協議し決定した内容 

(3) 分析納期：委託課題ごとに協議し決定した期間 

(4) 分析委託金額：委託課題ごとに決定した金額 

2. 個別契約は、次の各号のいずれかに該当した場合に成立する。 

(1) お客様と株式会社環境が本業務委託契約締結後、お客様が株式会社環境に本業務に必

要な技術情報および分析試料（以下、あわせて「本技術情報等」という。）と株式会

社環境指定の分析依頼書を送付し、株式会社環境が当該依頼を受付処理したとき。 

(2) お客様と株式会社環境が業務委託契約書を締結したとき。 

3. 個別契約には本約款が適用されるものとする。 

 

［技術情報・分析試料の提供］ 

第3条 お客様は本業務に必要な技術情報および分析試料（以下あわせて「本技術情報等」とい

う。）を無償で株式会社環境に提供する。また、その発送に伴う費用はお客様の負担とす

る。 

2. 株式会社環境は、本技術情報・試料等を本業務の目的のみに使用し、お客様の書面による

事前の同意なく他の目的に一切使用しない。 

3. 本技術情報等を海外から株式会社環境に送付する際にかかる一切の費用（税金含む）は

特段の定めが無い限り、お客様が負担するものとする。 

 

［委託時の条件・危険物による損害賠償］ 

第4条 お客様が揮発性の試料送付時には、必ず専用容器に入れ、株式会社環境の指定の送付方法

により送付する。 

2. 危険物の分析依頼時または株式会社環境が個別に要求する場合、お客様はSDS等の情報を

必ず株式会社環境に提出する。 

3. 危険有害性が高い労働安全衛生法における製造禁止物質、第一類特定化学物質、放射性物

質を含むもの及び、その他株式会社環境が、危険有害性が高いと判断したものについては

受付できない。 

4. お客様から提供された本技術情報等によって、株式会社環境（業務に使用した機器、業

務にかかわった役員、社員、準社員、契約社員を含む。）に何らかの被害があった場合、

株式会社環境が被った損害に対し、お客様は賠償責任を負う。 

5. お客様から提供された本技術情報等が本約款のいずれかの条項に反する場合、株式会社環境

はお客様に対して本技術情報等の再送付を要請することができ、再送付に伴う費用はお客様

の負担とする。 

 

［再委託］ 

第5条 株式会社環境は本業務の全部または一部を第三者に再委託することができる。 

 

［契約の解除］ 

第6条  個別契約成立後はいかなる理由があろうともお客様は契約の解除はできない。ただし、第16

条、第18条、第19条の場合を除く。 

 



 

［分析の着手と結果報告］ 

第7条  株式会社環境は原則としてお客様と協議して定めた期限までに、本業務の結果をお客様に

報告する。  

2. 本業務の着手は、第3条、第4条に定める本技術情報等および株式会社環境指定の分析依頼

書が株式会社環境に提供され、到着した時点とする。 

3. お客様は本技術情報等の提供が予定日より遅れる場合、速やかにその旨を株式会社環境

に連絡し、両社協議のうえ、第1項の報告書提出期限を再設定する。 

4.  株式会社環境はお客様と合意した納期に遅延が生じる場合、速やかにその旨をお客様に連

絡し、両社協議のうえ、第1項の報告書提出期限を再設定する。 

5. お客様は分析期間中においても株式会社環境に本業務の進捗状況について報告を求めるこ

とができる。 

6. お客様から提供された本技術情報等に起因する理由により、分析を実施したにもかかわら

ず、結果が得られない場合があったとしても、お客様は分析費用を負担する。 

7. 報告書提出前に追加分析が発生した場合、お客様は新たに追加分析に必要な本技術情報等

と分析依頼書を株式会社環境に送付する。その際の送料はお客様が負担するものとする。 

8. お客様の都合により再分析の依頼があった場合は、お客様は新たに分析依頼書を提出す

ることとし、前項と本項に係る個別契約の成立は第2条に従う。 

9. 報告書をいずれかの外国語に翻訳する必要がある場合、お客様はその翻訳料、及び報告書作

成料を負担するものとする。 

10. 株式会社環境が一度提出した報告書（紙面、データ）をお客様の責任において紛失した場

合、お客様は再発行に伴う手数料を負担する。 

11. 報告書の著作権は株式会社環境に帰属するものとする。 

 

［技術情報等の返還］ 

第8条  株式会社環境はお客様の指示を受けた場合、返還可能な本技術情報等を本業務終了後速やか

にお客様に返還する。 

 

［試料等の返還］ 

第9条  別段の返却の定めが無い場合、試料等は本業務終了後に株式会社環境が責任をもって廃

棄するものとし、試料等の返却の定めがある場合、本業務終了後速やかに返却する。なお、

試料の返却に要する費用（送料及び返却手数料）は、お客様の負担とする。 

 

［支払い］ 

第10条 お客様は株式会社環境と相互に合意した本業務の代金を消費税額相当分とあわせて、

株式会社環境が発行する請求書に基づき株式会社環境の指定する銀行口座に振り込み支

払う。また、銀行振込手数料はお客様の負担とする。 

2. 本業務にかかる代金の支払の遅延が2回以上発生した場合は前金請求とし、お客様による

支払いが確認された後、株式会社環境は本業務に着手する。 

 

［秘密保持］ 

第11条 株式会社環境は本業務の内容、結果および本技術情報等のうち秘密と特定された事項に

関して秘密を厳守し、事前にお客様の書面による同意を得た場合を除き、これを第三者に開

示もしくは、淵洩してはならない。 

2. 前項の他、お客様および株式会社環境は、本契約締結に伴う相互の接触交流により知り

得た相手方の業務上の情報のうち秘密と特定された事項について秘密を厳守し、事前に相

手方の書面による同意を得た場合を除き、これを第三者に開示もしくは漏洩したり、本契

約の目的以外の目的に使用してはならない。 

3. 第1項、第2項および第3条第2項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは

本契約に基づく秘密保持義務は適用されない。 

(1) 相手方から開示を受けたとき、すでに公知または公用となっていたもの 

(2) 相手方から開示を受けたとき、すでに自ら保有していたことを立証しうるもの 

(3) 相手方から開示を受けた後に、自己の責によらないで公知または公用となったもの 

(4) 正当な権利を有する第三者から合法的にかつ秘密保持義務を負うことなく入手したもの 



 

(5) 独自に開発したことを立証しうるもの 

4. 甲および乙は、法令、規則、裁判所の決定・命令、行政庁の命令・指導等に基づき本件秘密情

報の開示を要求される場合には、直ちに相手方に通知し、対応を協議する。 

 

［第三者への説明、報告等に関わる株式会社環境への協力］ 

第12条 本業務に関する第三者の質疑に対し、お客様が説明、報告等の義務を負う場合、株式会社

環境は本業務実施者として分析記録の提供、説明等に関し、お客様に協力する。それに伴

う株式会社環境の発生費用は、お客様が以下の区分の通り負担する。 

(1) 一般従業員：交通費実費及び1日あたり30,000円 

(2) 課長格：交通費実費及び1日あたり40,000円 

(3) 部長格：交通費実費及び1日あたり50,000円 

2. 株式会社環境の従業員をお客様あるいは第三者に派遣又は招聘された場合、その詳細は事

前に当事者間で協議して取り決める。但し、派遣又は招聘される従業員の交通費等の費用実

費は、お客様の負担とする。 

 

［成果の帰属］ 

第13条 本業務中に発生した全てのデータ、発見および特許取得可能な発明および分析の成果は株式

会社環境の帰属とする。また、分析方法の開発あるいは分析の実施過程に発生した分析方法

に関する成果も同様とする。なお、特許出願の可否については、お客様、株式会社環境で協

議のうえ決定する。 

 

［公表］ 

第14条 本業務の全部または一部につきお客様が公表したいときは、第11条の規定を遵守したうえで

いつでもこれを行うことができる。ただし、その内容については、事前に株式会社環境の了

解を得る。 

2. 株式会社環境はお客様の許可なくして本業務の全部または一部を公表してはならない。 

3. 報告書の無断複製は禁止とし、無断複製した場合は、報告書の再発行費用相当額をお客様

は、 

株式会社環境に支払うものとする。 

4. 報告書の無断転載・複製・改章を禁止する。尚、同行為が判明した場合、以降の依頼を

株式会社環境は拒否できるものとし、お客様はこれに生じた損害賠償責任を負うものとす

る。 

 

［責任］ 

第15条 本業務の結果を刹用することによって生じた損害については、株式会社環境は一切責任を負

わない。 

2. 報告書の提出後1週間以内に株式会社環境の責めに帰すべき理由による誤りが本業務にあっ

たことが判明した場合は、分析委託料金内の補償とし、お客様と株式会社環境で協議し、次

号のいずれかの措置をとる。 

(1) 株式会社環境の負担で本業務の再実施 

(2) 委託料金の減額、支払済み委託料金の全部または一部の返還 

3. 株式会社環境は本業務の結果が第三者の知的財産権に抵触しないことを保証しない。 

 

［反社会的勢力の排除］ 

第16条 お客様および株式会社環境は、自己および自己の社員が、個別契約成立日現在、暴力団、暴

力団員、暴力団員でなくなったときから5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係

企業、総会屋、その他これらに準ずる者（以下、これらを総称して「反社会的勢力」とい

う。）に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来

にわたっても該当しないことを相互に確約する。 

(1) 反社会的勢力が経営を支配していると認められること。 

(2) 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められること。 

(3) 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的を

もってするなど、不当に反社会的勢力を利用していると認められること。 



 

(4) 反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしている

と認められること。 

(5) 役員または経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関

係を有すること。 

2. お客様または株式会社環境は、相手方が前項に定める確約に反して、反社会的勢力また

は前項各のいずれかに該当することが判明した場合、相手方が有する期限の利益を喪失さ

せ、また通知または催告、その他何らかの手続きおよび相手方へのいかなる損害の賠償も要

せず、直ちに相手方に対する債務の履行を停止し、または個別契約の全部もしくは一部を解

約することができ、これにより自らが被った損害の賠償を請求することができる。 

 

［有効期間］ 

第17条 本約款は個別契約に係る代金の支払い及び報告が完了するまで効力を有する。 

2. 本条第1項の規定にかかわらず、第3条第2項，第11条，第12条，第13条，第14条および第15条の

各規定は、該当する委託課題の終了後5年間、また第4条第6項、第7条第12項、第10条第2項、第

16条の規定は個別契約の終了後も期間の定めなく有効に存続する。 

 

［期限の利益の喪失等］ 

第18条 お客様および株式会社環境は、次の各号に該当するときは、本約款または個別契約に基づく

と否とを問わず、相手方に対して負担する一切の債務につき期限の利益を失い、即時その全部

の履行をしなければならない。この場合、相手方は、何らかの催告および自己の債務の履行

を要せず、直ちに個別契約を解除することができる。 

(1) 破産、再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始等の申立を受け、または自ら

これを申立てたとき。 

(2) その財産につき差押、仮差押、仮処分もしくは競売の申立てを受けたとき、または公租

公課を滞納したとき。 

(3) 自らの財産または自らの債務のために第三者が担保提供した財産につき、法定の手続き

によると否とを問わず、担保権の実行の着手がなされたとき。 

(4) 手形を不渡りとする等支払を停止し、もしくは支払不能の状況にあると認められるとき。 

(5) 重要な営業の譲渡または財産の譲渡、営業の廃止もしくは変更、解散、株主の著しい変動

その他会社資産、信用または事業に重大なる変更が生じたとき、または組織変更の決議を

行い、または決議を経ずこれらの行為を行ったとき。 

(6) 監督官庁から営業の停止処分、営業の免許もしくは登録の取消処分を受けた。 

(7) その他財産状態が悪化し、またはそのおそれがあると認められるとき。 

(8) 本約款または個別契約に基づく金銭の支払いを期日までに行わなかったとき。 

(9) 本約款または個別契約の金銭支払い義務に関する条項以外の各条項の一に違反し、かつ

違反事実を知った日から、または相手方から違反是正の催告を受けた日のいずれか早い

日から30日以内に違反を是正しなかったとき。 

(10)本約款または個別契約を継続しがたい背信行為があるとき。 

(11)その他前各号に準じる場合 

2. 前項の定めは、解除権を行使した当事者が、相手方に対して損害賠償請求その他の処置を

とることを妨げない。 

 

［不可抗力］ 

第19条 天災地変等の不可抗力、戦争・暴動・内乱、法令の改廃制定、公権力による命令処分、輸送

機関の事故その他の株式会社環境の責に帰しえない事由による本業務の全部または一部の履

行遅滞または履行不能ないし不完全履行を生じた場合には、株式会社環境はその責を負わ

ず、お客様または株式会社環境は、相手方にその旨を通知することにより、分析を終了させ

ることができる。このような状況に おける分析の終了にともなう費用・経費はお客様が

負担するものとする。 

 

［契約解除］ 

第20条 お客様が本約款に定めた事項に違反した場合、株式会社環境は本業務の契約を解除できる

ものとする。 



 

［協議事項］ 

第21条 本約款に定めのない事項ならびに疑義ある事項または変更を必要とする事項については、

お客様、株式会社環境で誠意をもって協議のうえ解決する。 

 

［準拠法および裁判管轄］ 

第22条 本約款および個別契約は日本法に準拠するものとし、本約款および個別契約の履行に関し

生じた紛争については、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

以上 

(2022年4月） 


